予算要求資料
平成３０年度３月補正予算　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：感染症予防費　　　
	事業名　　風しん検査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部保健医療課感染症対策係　　電話番号：058-272-1111（内3352）

E-mail： c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額17,021千円（現計予算額：7,497千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	7,497
	3,748
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,749

	補正
要求額
	17,021
	6,627
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,394

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２５年の風しんの流行により、全国で１４,０００人以上の風しん患者と３２人の先天性風しん症候群患者が報告され、平成２０年の全数把握調査の開始以降、最大の流行となった。
今年度も同様の傾向があり、今後も、ワクチン接種が十分にできなかった世代を中心に再流行する危険性があり、先天性風しん症候群患者の発生が懸念されている。
また、７都府県（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、福岡県）の風しんの流行を踏まえ、先天性風しん症候群の発生を防止するため、現在の無料風しん抗体検査対象を拡大し、風しん抗体価の低い年代である３０代～５０代の男性に、緊急的に無料抗体検査を実施することによる、委託料及び印刷製本費の増額を行う。




　　　
（２）事業内容

７都府県を中心にした全国的な風しんの流行に伴い、先天性風しん症候群の予防を主たる目的に、風しん抗体価の低い年代である３０代～５０代の男性への風しん抗体検査対象者の拡充と、従来の検査対象者の受検数の増加による検査委託料等の増額。

　　　
＜対象者＞

1 ３０代～５０代の男性（拡充分）：５４０人分

2 妊娠を希望する女性や風しん抗体が十分にない妊婦の同居者（従来の検査対象者増加見込み分）：１，９７８人分　
（３）県負担・補助率の考え方
1 ３０代～５０代の男性（拡充分）：県費１０／１０
2  妊娠を希望する女性や風しん抗体が十分にない妊婦の同居者
国１／２　県１／２
　　　　
（４）類似事業の有無
　　　国において、特に風しん抗体保有率が低い現在３９歳～５６歳男性に対し、予防接種法に基づく定期接種の対象とし、３年間実施予定。ワクチンの効率的な活用のために行う抗体検査に対し、市町村に１／２費用助成を行う。
　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	印刷製本費
	150
	検査受診時の問診票

	委託料
	16,871
	医療機関における風しん抗体検査

	合計
	17,021
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　国は、従来の対象者への風しん抗体検査は平成３１年度も継続し、都道府県への費用助成を継続する意向。また、来年度４０歳～５７歳男性を、予防接種法に基づく定期接種の対象とし、ワクチンの効率的活用のために行う抗体検査に対し、市町村への費用助成を実施予定。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
無料風しん抗体検査を実施し、十分な免疫を持っていない方を抽出し、ワクチン接種を促すことにより、県内での先天性風しん症候群の発生を防ぐ。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	風しん抗体検査実施数
	1,021件

（H29）
	1,450件

（H30.11末時点）
	3,600件

（H30計）
	40.2％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　先天性風しん症候群を予防するため、妊娠を希望する女性や風しん抗体が十分にない妊婦の夫、同居者に対し、風しん抗体検査を実施し、抗体価が低い者に風しんの予防接種を促す。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成３０年１０月分では、４００名弱の受検者がいるため、今年度の受検者が３，６００名程度となる見込みがある。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　
　○


	平成２５年の風しんの流行により、全国で１４,０００人以上の風しん患者と３２人の先天性風しん症候群患者が報告され、平成２０年の全数把握調査の開始以降、最大の流行となった。
今年度も同様の傾向があり、今後も、ワクチン接種が十分にできなかった世代を中心に再流行する危険性があり、先天性風しん症候群患者の発生が懸念されていることから、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	平成３０年１０月分では、４００名弱の受検者がいるため、今年度の受検者が３，６００名程度となる見込みがある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　風しんワクチン接種者や風しん罹患歴のある者を事業対象者から省いて実施している。本事業では受検者の４割程度に風しん抗体が十分にないことが判明している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

風しんの再流行に備え、早期に風しん抗体価の低い女性や妊婦の夫等を発見するため、事業の周知に努める必要がある。
　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

厚生労働省と連携し、風しんの流行状況等を見極めながら、必要な対策を実施する。


